
建設業の最近の動向 
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１．日銀短観（２００４年９月） 

 

  ①業況判断 

   全産業での業況判断 DI は昨年から上昇傾向にあり、９月はプラス２ﾎﾟｲﾝﾄ「良い」傾向になった。 

   建設業も大企業においては、１５年１２月の時点に比べて１２ﾎﾟｲﾝﾄ改善の傾向にあり、先行きもほぼ横ばいの見

込みにあるが、中小企業では未だマイナス３０ﾎﾟｲﾝﾄ以下の「悪い」状況が続き、先行きも悪化する見込みとなって

いる。 

業況判断DI
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全産業

建設業（大企業）

建設業（中堅企業）

建設業（中小企業）

 

②雇用判断 

   全産業での雇用判断 DI は昨年から過剰感が解消傾向にあり、９月ではプラス２ﾎﾟｲﾝﾄまで改善し、先行きは不足

傾向の見通しとなっている。 

   建設業では大企業は順調に過剰感が改善傾向にあり、中小・中堅企業においても６月から９月にかけ改善の兆し

があったが、先行きは横ばいから悪化の見込みとなっている。 

雇用判断DI
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２．受注高 

 

   建設工事の受注高は本年５月から前年同月比がプラス傾向にあり、７月は 1.7% 増加した。元請け受注高のうち

公共機関からの受注高は、平成１４年１２月以降対前年比マイナスとなっており、本年７月においても同 11.7%減

少している。 

   しかしながら、民間等からの元請け受注高は建築工事等の増により、平成１５年２月以降プラスに転じており、

本年７月においても同 14.4%増加した。 

   地域別に見ると中部以西のブロックにおいては対前年比プラスの四半期が目立つものの、逆に北海道・東北・北

陸ではマイナス傾向が続いている。 

   元請け受注高で見てみると、好調な地域は民間等からの受注増が顕著である。 

   また、資本金階層別に見ると資本金３億円越えの大企業はプラス傾向にあるが、資本金１千万円未満の中小企業

では季節的な変動が大きく不安定な受注動態である。  

   （別紙１～４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３．倒産件数 

 

建設業の倒産件数は平成１２年度をピークに減少傾向にあるが、５，０００件台の高水準が続いている。この

うち、資本金百万円以上五千万円未満の中小・中堅企業の倒産件数は各年度を通じて８０％以上を占めているが、

近年金融機関の不良債権処理促進に伴い上場企業大手業者の倒産も増えている。 

建設業の資本金別倒産件数
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個人経営 644 850 651 853 710 669 673

百万円未満 5 5 2 2 3 4 1

百万円から１千万未満 1631 1898 1599 2164 1981 1987 1662

１千万～五千万円未満 2392 2560 2027 2771 2960 3004 2537

五千万～一億円未満 87 94 84 119 165 159 149

一億円以上 26 33 21 19 33 40 45

合計 4785 5440 4384 5928 5852 5863 5067

平成９年 平成１０年 平成１１年 平成１２年 平成１３年 平成１４年 平成１５年

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）負債総額 1,000 万円以上 

資料出所：㈱帝国データバンク 



４．賃金 

 

  ①きまって支給する現金給与額 

   きまって支給する現金給与総額について従業員規模別の推移を見ると、各規模とも概ね９２年（平成４年）まで

上昇傾向にあったが、その後伸び率は鈍化しており、従業員１，０００人以上の企業では若干増加しているものの、

１００人未満の中小企業では横ばいのままである。 

      また０３年では、１，０００人以上と１００人未満の企業間の給与格差は約１５万円に開いている。 

きまって支給する現金給与額（従業員規模別）
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資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

千円

全産業計 236.5 242.7 248.5 256.7 268.3 282.8 295.0 300.6 304.6 312.2 316.4 321.4 326.9 324.7 325.9 330.0 333.3 329.2 329.8

建設業１０００人以上 313.6 329.3 330.7 343.1 359.6 382.2 404.8 427.3 421.8 436.5 439.1 429.0 440.6 443.4 452.0 457.0 455.7 442.8 449.9

建設業１００～９９９人 244.3 249.7 260.8 266.2 290.0 302.6 323.6 326.3 336.0 348.4 345.4 345.0 356.1 347.5 351.6 354.9 362.5 358.2 360.5

建設業１０～９９人 216.7 222.6 228.3 236.3 247.8 265.6 275.7 291.4 301.0 304.8 305.3 307.6 309.0 307.7 309.4 305.9 306.4 294.2 299.2
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  ②技能労働者の職種別賃金 

      技能労働者の合計では平成１１年以降若干の減少傾向にあるが、職種別に見ると大工、型枠工、鉄筋工において

は減少傾向が強い。 

技能労働者の職種別賃金推移

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

円

平成11年 14,640 15,460 14,230 15,150 13,890 14,260 13,730 14,670 13,250 

平成12年 14,550 15,780 14,100 14,790 13,380 13,870 13,410 14,220 13,120 

平成13年 14,620 16,070 13,970 14,470 13,230 14,150 13,530 13,890 12,160 

平成14年 14,250 15,400 13,740 14,250 12,830 14,200 13,340 13,750 12,250 

平成15年 14,060 15,580 13,720 13,980 12,250 13,230 13,260 13,680 11,690 

技　能　職　種
計

電　　　気　　　工 配　　　管　　　工 大　　　　　　 　工 型　　　枠　　　工 と 　　　び　　　工 塗　装　工 左　　　 官 鉄　筋　工

 資料出所：厚生労働省「屋外労働者職種別賃金調査」 



５．労働時間 

 

①常用労働者の年間総労働時間 

      年間の総労働時間は、全産業では労働時間短縮の目標値である１，８００時間に近づきつつあるが、建設業は平

成６年度まで短縮傾向にあったものの、その後２，０００時間以上のレベルで横ばい傾向にある 

常用労働者年間総実労働時間数の推移

1,500

1,600

1,700

1,800

1,900

2,000

2,100

2,200

2,300

2,400

2,500

資料出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」

時間

調査産業計 2,120 2,100 2,076 2,044 2,008 1,958 1,909 1,903 1,913 1,912 1,896 1,868 1,848 1,854 1,843 1,841 1,828 

建設業 2,300 2,267 2,237 2,203 2,148 2,111 2,080 2,054 2,068 2,076 2,054 2,040 2,042 2,038 2,041 2,036 2,042 

製造業 2,166 2,164 2,143 2,111 2,066 2,000 1,957 1,960 1,975 1,987 1,982 1,945 1,954 1,974 1,948 1,976 1,972 
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  ②建設業の事業所規模別の労働時間数 

   建設業の労働時間数は総じて短縮傾向にあるが、事業所規模別に見ていくと、従業員１００人未満の中小企業は、

依然として大企業に比べて労働時間は多い状態になっている 

建設業事業所規模別の１人あたり平均月間総実労働時間数の推移

160.0

165.0

170.0

175.0

180.0

185.0

190.0

　　
　　
２年

　　
　　
３年

　　
　　
４年

　　
　　
５年

　　
　　
６年

　　
　　
７年

　　
　　
８年

　　
　　
９年

　　
　１
０年

　　
　１
１年

　　
　１
２年

　　
　１
３年

　　
　１
４年

　　
　１
５年

資料出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」
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６．労働者の平均年齢 

 

    ①産業別労働者の平均年齢 

   労働者の平均年齢は全産業において高齢化の傾向が続いており、その中でも建設業は他産業に比べて高年齢であ

るが、近年、その差は縮小してきている。 

労働者の平均年齢の推移
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出所資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

歳

全産業 36.8 37.6 37.8 37.9 37.9 38.2 38.3 38.5 38.6 38.7 38.8 39.0 39.3 39.5 39.4 39.7 39.7 39.9 40.1 40.3 

建設業就業者　 39.6 40.3 40.7 41.0 40.9 41.1 41.4 41.8 41.5 41.8 41.2 41.3 41.1 41.0 41.4 41.2 41.5 41.5 41.7 42.0 

製造業就業者 37.6 38.2 38.4 38.4 38.6 38.8 38.9 39.1 39.5 39.6 39.6 39.8 40.0 40.2 40.2 40.4 40.6 40.7 40.7 40.9 
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  ②建設労働者の事業所規模別の平均年齢 

   建設業において事業所規模別に平均年齢を見ると、従業員１００人未満の中小企業の平均年齢が高いが、大企業

との差は縮小してきている。 

建設業労働者の従業員規模別の平均年齢の推移
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資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

歳

企業規模別計 40.3 40.7 41.0 40.9 41.1 41.4 41.5 41.8 41.2 41.3 41.1 41.0 41.4 41.2 41.5 41.5 41.7 41.9 42.0 

1,000人以上 38.1 38.3 38.6 38.5 38.8 39.0 38.6 38.7 37.9 38.6 38.9 38.7 39.4 39.8 40.2 41.0 40.7 41.0 41.1 

100～999人 39.5 39.0 39.8 38.6 39.3 39.5 39.9 39.1 39.4 39.4 38.8 38.6 39.8 39.3 39.4 39.1 39.7 40.2 40.2 

10～99人 41.3 41.9 42.3 42.3 42.6 42.9 43.2 43.5 42.9 42.7 42.6 42.5 42.6 42.2 42.7 42.5 42.6 42.7 42.9 
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